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MaaS分野に本格的に入るきっかけ

2016年からはMaaSが交通系カンファレンスのキーワードに。
日本国内ではそれを扱うプレイヤーの不在。



MaaSモビリティ革命の先にある全産業のゲームチェンジ

MaaSの入門書かつ専門書

①MaaSGlobal,Moovel,MaaSallianceなど海外事例
②テクノロジー観点、プラットフォーム観点
③都市観点
④各事業におけるアクションプラン
⑤Beyond MaaS

4人の執筆者とプロジェクトを組み、一冊にまとめる
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MaaS Tech Japan事業内容

2.コンサルティング事業

企業等に対し、MaaSの動向や将来像を把握する弊
社にしかできないコンサルティングを実施し、事業
成功までを力強く支援。

◼ MaaS事業コンサルティング

◼ MaaSシステム開発コンサルティング

◼ 事業・戦略アドバイザー

1.メディア事業

国内外の専門家とのネットワークを活用した広範か
つ詳細なレポーティングを通じ、MaaSのビジネス
や施策への活用を支援。

◼ 書籍出版

◼ 勉強会・社内セミナー実施

◼ メディア、SNS運営

◼ JCoMaaS事務局

3.MaaSソリューション開発

単なる交通サービスの繋ぎ合わせではなく、データ
融合や他産業との組合せなど、ユーザ・社会にとっ
て価値あるプラットフォームを構築。

◼ 自社ライセンス
（経路検索、シミュレータ、データマネジメント）

◼ 共同ライセンス
（クラウド基盤、他産業連携）



各モビリティサービスの特徴と連携のメリット

◼ 各モビリティは時間的・空間的・物理的に制約がある
◼ また、各モビリティ間でも事業者が異なり制約（バリア）があるケースもある

〇速い、需要集中に強い
×柔軟性が低い

〇速い、需要集中に強い
×柔軟性が低い

〇いつでも、どこへでも利用可能
×需要の集中に弱い
×免許が必要
×貸出・返却場所に制約がある

鉄道

バス

タクシー

カーシェア

参考文献：統合モビリティサービスの概念と体系的分析手法の提案
第54回土木計画学研究発表会（秋大会）特別セッション
東京大学大学院 藤垣洋平他

定時運行性 需要集中対応性 速達性 コスト優位性

〇速い、需要集中に強い
×柔軟性が低い

航空 レンタサイクル

〇いつでも、どこへでも利用可能
×需要の集中に弱い

〇いつでも、どこへでも利用可能
×需要の集中に弱い
×貸出・返却場所に制約がある

＋α



Mobility as a Serviceとは何か

多様なモビリティサービスに対して利用者が「1つのサービス」として自由に選択できる

モビリティサービスとは、移動に関する乗り物全てを指す

自動車（四輪、二輪）、鉄道、バス、トラム、タクシー、フェリー、航空、自転車

一部、ライドシェアのことをMaaSと呼ぶ事例もあるが、ライドシェアはMaaSを構成するサービスではあるが
包含される関係にある。

Mobility as a Service (MaaS) constitutes the integration of various forms of transport services into a single mobility 
service accessible on demand.（MaaS Alliance White Paper,MaaS Alliance,2017）



◼ 各モビリティは速達性や輸送量、定時性や着席可否、料金、乗車制約など様々な特性を持つ
◼ 各交通サービスは時空間的・輸送モード間に障壁があるが、弱点を補いあい効率化が可能
◼ (Mobility） as a Serviceとは、実質的には分割されたサービスを仮想的に一つとみなす概念
◼ MaaS（統合サービス）の存在により利用者は簡易に最適な移動行動が可能となる

Mobility as a Service



基本MaaS（フィンランドWhim)

個別の経路検索，チケット購入が可能、定額制に対して公共交通+オンデマンド交通乗り放題

2017年度からタクシーunlimitedが誕生、自家用車を手放す行動変容

499ユーロで、この自動車や公共交通へ流れていたお金をMaaSエコシステムへ流す

※自動車産業を持たないフィンランドにおけるKPI（ITSFinand)
※MaaSエコシステムに広告モデル、不動産、損害保険等の導入が進むと更に価格がさがり行動変容が加速する

Confidential 本資料は直接配布された方向けの閲覧用資料です。加工・編集・配布・展開を固く禁じます。



３つのMobility as a Serviceのアプローチ

移動サービ

スのパーソ

ナライズ化

公共交通+

オンデマン

ド交通

MaaS

自動運転

市場の変化

公共交通化

【自動車市場】
自動運転
EV
配車系AI
ライドシェア

【事業者・行政】
都市計画
交通ビジネス
プラットフォームビジネス

【利用者】
スマートフォンの普及
ニーズの多様化
端末決済

Confidential 本資料は直接配布された方向けの閲覧用資料です。加工・編集・配布・展開を固く禁じます。



MaaSビジネスモデル（MaaSGlobal)

欧州の一般家庭の通信費は月に30ユーロに対して，交通費が300ユーロ，その内週末しか利
用しない自家用に240ユーロかけている。

499ユーロで、公共交通+自家用車で賄っていた移動サービス（タクシー、レンタカー）
この自動車や公共交通へ流れていたお金をMaaSエコシステムへ流す
※自動車産業を持たないフィンランドにおけるKPI（ITSFinand)
※MaaSエコシステムに広告モデル、不動産、損害保険等の導入が進むと更に価格がさがり行動変容が加速する

Confidential 本資料は直接配布された方向けの閲覧用資料です。加工・編集・配布・展開を固く禁じます。



プラットフォームビジネスの特徴

企業と顧客が直接
つながった時代。

サービスと顧客のマッチングはプラットフォーム
側に制御権がうつる。

https://leverage-share.com/study/post-1865/#i



移動プラットフォームへの流れ

小売り・再販

製造・生産

プラットフォーム

自動車製造A 自動車製造B

鉄道サービス

統合的自動車系
サービス

カーシェア タクシー バスサービス

自動車
サービスA

個別販売

個別利用

個別製造

統合的公共交通系
サービス

自動車
サービスB

公共交通
サービスA

公共交通
サービスB

移動プラットフォーム

鉄道・バス

ユーザ目線でサービスが統合に向かい、移動サービスの関係性や収益モデルが変わっていく



技術革新・事業モデルの変革

コロナ影響とあわせて新産業台頭も進んでいたタイミング。

これまで言われてきた各種技術革新への正しい理解と、コロナにおける変化点の見極めが重要。

AI時代の新しい思考法（山口揚平）



VUCA（MaaS,CASE,SmartCity＋コロナ)

Volatility

不安定さ

Uncertainty

不確実性

Complexity

複雑さ

Ambiguity

曖昧さ

自動車製造、公共交通事業、決済、産業政策にかかわるCASE,MaaS,Smartcityは
成熟した土台の上にのる変革は「業界の重たさ」＋「解を見出しにくい複雑な問い」

V U C A

Withコロナ、Postコロナにおいては「移動」「生活様式」「産業停滞」「構造変化」に変化
A:より解が見出しにくい領域
B:解決すべき課題がより明確化し解が見出しやすくなる領域
人口（利用者）減少、デジタル化、生産性・効率性向上、データ活用、、、

MaaS
CASE

SmartCity
（の在り方）
（事業モデル）



MaaSレベル定義

By Jana Sochor, Chalmers 

University of Technology

定額制、プラットフォームビジネス

政策との融合、官民連携、民民連携、スマートシティ
利便性・最適化＋コロナ禍における活用
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政府によるMaaS推進

「未来投資戦略」において、政府は日本におけるMaaSを推進を掲げ、取組を開始している。

経済産業省（2018年度）

国土交通省（2018年度） スマートモビリティチャレンジ（2019年度）

◼新しいモビリティサービスの社会実装を通じた移動課題の解決及び地域
活性化に挑戦する地域や企業を支援する

◼「スマートモビリティチャレンジ推進協議会」を立ち上げ、地域や企業
等による情報共有やネットワーキングを進める

◼「パイロット地域」に対して事業計画策定や効果分析等を支援

都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会

◼地域横断的な取組
相互運用性、産業間連携、まちづくりとの連携

◼地域特性ごとの取組
大都市、近郊、地方都市、過疎地、観光地

「IoTやAIが可能とする新しいモビリティサー
ビスに関する研究会」

◼グローバル動向および日本の現状・課題

◼交通モードごとの事業性分析

◼日本・世界の移動課題・解決に資するサービス



都市の抱える公共交通の課題

供給量に対する慢性的な需要過多
運行頻度低下（遅れ）→供給不足

鉄道の代替輸送機関の輸送密度小
鉄道×の場合に、影響が大きい

インバウンド需要増
不慣れな移動者への対応の必要性

特定の事業者努力のみでは解決できない課題



地方の抱える公共交通の課題

利用者減→サービス低下→廃線
自治体への補助金の負担

鉄道→産業集積的な輸送インフラ
人材や技術継承が必要

高齢者ドライバー
高齢化と担い手不足問題

社会課題として解決すべきであるが、具体的な解決策はまだ提示されていない



MaaSアプリ⇒MaaSシミュレータ、コントローラの潮流

情報提供 シームレスかつ密接な
移動者との接点

予約一括化
決済統合

ダイナミックプライシング
ダイヤ調整

リソース最適化
稼働率向上

ダイヤ・料金最適化
運行最適化

サービス連携
定額制

交通政策
都市計画

MaaS
シミュレータ

MaaS
コントローラ

都市交通
OS

モビリティ
事業への貢献

位置・実績
ログデータコントローラ機能（ユーザ）

コントローラ機能（モビリティ）

コントローラ機能（コスト）

都市計画・混雑渋滞解消
防災・交通流制御

高精度な
需要予測

次のレベルの都市高度化

MaaSアプリ



MaaSシミュレーション



MaaSシミュレーション



MaaSシミュレーション



MaaSシミュレーション
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事例： Trafi

MaaSを通じてエンドユーザーに便利なサービスを提供しつつ、そこで取得できたデータを活用して都市向けに最適なモ
ビリティ・マネジメントを実現するソリューションを提供する事業者も出現
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事例：mobilityX

シンガポールのSMRT子会社のmobilityX（豊田通商も出資）も、同様のサービス展開を見込む
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事例：SiMobility

MaaSによって得られたデータを利活用することで、街の交通最適化を実現するサービスを展開しようとする動き

事例紹介：Siemens - SiMobility
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事例：Dubai S’hail

アプリの裏で、交通のデジタル化施策として、データ整備を実施



29

事例：ウィーンのMaaSモデル

公共交通事業者（交通局）がオープンモデルでMaaSに必要な予約や認証や決済の共通基盤を構築し、その上で複数
の事業者がMaaSアプリを展開するモデルをとっている

⚫ ウィーンでは、もともとWiener Linienが
Wienmobilと呼ばれるMaaSアプリを展開
していた

⚫ ただし、Wiener Linienは独占的にMaaS

アプリを提供するのではなく、基盤をオー
プンに開放していろいろな事業者がMaaS

を提供できるようオープンモデルをとる

⚫ MaaS Globalは、Wiener Linienの基盤を
利用してWhimアプリを提供
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認証データの活用事例：ほか

その先には、ダイナミックな配車やダイナミックプライシングやエネルギーデータとの連携など、車両の稼働や利用状況
のデータが必要なサービスの検討を複数行っている



ウィーン市の政策目標



ウィーン市の政策目標



欧州
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日本国内の公共交通事業の成り立ち

人口増・景気拡大にあわせて民間の活力を生かした事業性、生産性の向上

各事業者の良い意味での競争関係によるサービスレベルの向上

2020/11/9

交通事業
収益

サービス
/移動コスト

ソーシャル
コスト

交通サービス
安全
定時性
快適性

交通周辺
事業収益

交通事業
収益

サービス
/移動コスト

ソーシャル
コスト

交通サービス
安全
定時性
快適性

交通周辺
事業収益

Japan

イメージ図



MaaSエコシステム

Confidential 本資料は直接配布された方向けの閲覧用資料です。加工・編集・配布・展開を固く禁じます。



MaaS Alliance

MaaSに関する産・官・学コミュニティ
40以上の自治体，ベンダ，サービス事業者が参加
2017年9月White Paperを発行

MaaSプラットフォーム

ライドシェア

交通シミュレータ



一般社団法人JCoMaaS

代表理事：中村 文彦（横浜国立大学）

理事 ：須田 義大（東京大学生産技術研究所）

理事 ：牧村 和彦（計量計画研究所）

理事 ：坂下 哲也（JIPDEC）

理事 ：日高 洋祐（MaaS Tech Japan）

理事 ：落合 孝文（渥美坂井法律事務所）

監事 ：真殿 まり（真殿司法書士事務所）

事務局長：日高 洋祐



MaaS市場形態と網羅性

アライアンス組織
の理念・ガバナンス

MaaSオペレータ

誰のために、何のためにMaaS
を構築していくのか。
MaaSの産業政策か、業界保護
か、市場に任せるか利益を出
してよいのか？

One Supplyer 参入障壁 自由競争 網羅的 事業者分断 エリア分断

技術革新
利用者視点

× × 〇 〇 × ×

MaaS

事業安定
〇 〇 × 〇 〇 〇

交通事業
へのリスク

× 〇 × 〇 〇 〇

Confidential 本資料は直接配布された方向けの閲覧用資料です。加工・編集・配布・展開を固く禁じます。



交通系カンファレンスにおける諸外国のMaaS議論

プラットフォーム：情報プラットフォーム、データ規格、情報自体、MaaSレベル１、２

→協調領域、マネタイズすべきか補助で回すべきか

サービス：アプリケーション、サービスパッケージ、予測・最適化AI・MaaSレベル３、４

→競争領域、特に事業者同士の競合（対立）や都市の他機能とのトレードオフ等

MaaSプラットフォーム

MaaSサービス

多様性と競争

効率性と共創

Confidential 本資料は直接配布された方向けの閲覧用資料です。加工・編集・配布・展開を固く禁じます。



鉄道事業者 バス事業者

800+

タクシー事業者

10000+200+

日本国内におけるMaaS実装
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日本国内におけるMaaSの実現

2020/11/9

交通事業者の特徴 MaaSオペレータ 利用者・移動者

250

850

15000

日本国内においてMaaSモデルを社会実装する際の特徴

民間・事業者数・競争 事業性と公益性



インターネットで起きたこと

41

MaaS（subscriptionモデル）の理解とBeyondMaaS（クロスセクター効果）

通信インフラ
インターネットサービス

従量制

交通インフラ
モビリティサービス

定額制

従量制 定額制

コンテンツ
EC等サービス

個別販売 パッケージ

交通サービス
モビリティサービス

個別契約 パッケージ

MaaSで起きていること

使い放題
不動産、働き方
医療、物流

キュレーション
別エコシステム
自動車、移動手段

新たな価値
産業

権限の委譲
エコシステム

新たな価値
産業

権限の委譲
エコシステム

?
BeyondMaaSMaaS



エストニア公共交通無料

https://toyokeizai.net/articles/-/249037

「無料化を始めたのは2013年1月1日です。リー
マンショックに端を発する世界的な経済危機で、
エストニアはとりわけ厳しい影響を受けました。
GDPは18カ月間で約20％下落したほどです。市民
の中から、公共交通の運賃が重荷になっていると
いう声が寄せられました。それは市民の購買力な
どにも影響していました。緊急的な対策という側
面もありましたが、社会経済的な必要性があると
感じ、無料化に踏み切りました。

アラン・アラキュラ氏コメント

https://toyokeizai.net/articles/-/249037


不動産×MaaS

サンフランシスコ
タウンホームと共同住宅の複合施設「パークマーセ
ド」（Parkmerced）は、「Uber」と提携して、
Car-free Living」（自動車をもたない生活）という
取り組みを実施。自動車をもたない住人に対して、
毎月100ドルの交通費補助を行うもの。

参考引用：https://wired.jp/2016/05/26/uber-sf-complex-to-give-out/

都市・自治体
渋滞解消、公共交通利用、駐車場問題解消

ユーザ
交通費サポート、住みやすい住宅

デベロッパー
駐車場分の用地コスト低減



医療・介護×MaaS

医療機関の予約や介護の移動経路の最適化アルゴリズムを用
いて移動ニーズに対して最短ルートで送迎を行う。その車両
でお出かけの足の移動に転換。

https://mws-hidaka.jp/

都市・自治体
高齢者の移動支援、介護ニーズ増加対策

ユーザ
安価に移動が可能
送迎付きの買い物

介護事業者
ドライバー・事業コスト低減

満足度向上



北海道上士幌町：小売り・物流×MaaS（＋自動運転）

移動と物流の連携により、地域の社会インフラ維持のコストを下げる取り組み

地方自治体×自動運転×MaaSアプリ
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MaaSからBeyond MaaS、Smart Cityへ

MaaSから、モビリティ関連のデータの融合・利活用を進め、スマートシティを実現する

MaaS

公共交通やモビリティ
サービスの統合・接続

Beyond MaaS

小売、不動産、医療、金融など
異業種サービスの統合・接続

Smart City

街全体の

データ利活用による最適化
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日高 洋祐


